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１．補償の概要 

当組合では、法人インターネットバンキングサービス（以下「法人ＩＢ」といいます。）を利用した預金等の不正な

払戻しからお客さまの大切なご預金等をお守りするため、様々なセキュリティ機能を導入しておりますが、万一、被害

に遭われた場合には、下記の補償にかかる条件等に基づき当組合が補償させていただきます。 

ただし、被害額の全部または一部について補償できない場合がございますので、必ず下記の補償にかかる条件等を 

ご確認いただきますようお願いいたします。 

 
２．補償限度額 

個人のお客さま お客さまの被害に遭われた状況等を踏まえ、当組合において個別に補償の判断を行います。

法人のお客さま １口座につき３，０００万円を上限として被害額を補償いたします。 

 
３．補償の前提となる条件 

次の全てに該当する場合が補償の前提となります。 

（１）法人ＩＢを利用した不正な払戻しによる被害に気付かれた後、当組合に対し、すみやかに通知いただいていること 

（法人ＩＢ被害が、不正取引にかかる通知日の３０日前の日以前に発生していた場合は、補償の対象外となります。） 

（２）当組合の調査に対し、お客さまから遅滞なく十分な説明が行われていること 

（３）警察に被害を届出て、被害事実等の事情説明が行われていること 

 
４．補償の対象とならない場合 
（１）日本国外に在住、または日本国外で法人ＩＢを利用されている場合 

（２）お客さまの故意または重大な過失によって損害が生じた場合 

（３）お客さまの社内、家族、または使用人等（お客さまから金銭的利益・その他の利益を得ている者）の故意または重大

な過失による損害であった場合 

（４）セキュリティ対策ソフトを利用されていない場合、利用されていても最新の状態で稼動していない場合 

（５）電子証明書機能またはワンタイムパスワード機能を利用されていない場合 

（６）ＯＳやブラウザ等、パソコンにインストールされている各種ソフトウェアが、製造・開発元が提供する修正プログラム

によって最新の状態に更新されていない場合 

（７）ＯＳやブラウザ等、パソコンにインストールされている各種ソフトウェアを、製造・開発元のサポート期限が終了

した後も使用されている場合 

（８）被害調査のご協力が得られない場合 

（９）天変地異、戦争、暴動等による著しい社会的秩序の混乱時に生じた損害であった場合 

 
５．補償が減額となる場合 
（１）本人確認情報であるログインＩＤ、各種パスワードが適切に管理されていない場合 

（２）メールアドレスを無効なメールアドレス、またはいわゆる「フリーメールアドレス」で登録されている場合 

（３）当組合が注意喚起しているにもかかわらず、注意喚起された方法で、メール型のフィッシングに騙される等、不用意

にＩＤ・パスワード等を入力してしまった場合 

（４）当組合が提供するセキュリティサービスを利用されていない場合 

（５）その他、上記と同程度の注意義務違反があると認められる場合 

 
６．預金等の不正な払戻し等に気付かれた場合の連絡先  

受 付 日 時 ご 連 絡 先

当組合営業日８時４５分～１７時３０分 当組合お取引店

上記以外 信組ＡＴＭセンター ℡：０１２０－０７８－１２２ 

 

※上記の補償にかかる対応等につきましては、お客さまに事前に通知させていただくことなくホームページ
への掲載、その他相当の方法で公表することにより変更させていただく場合もございますので、あらかじめ
ご了承ください。 

 

 

http://www.hyogokenshin.co.jp/ 


